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事業概略書 

事 業 名 
障害者支援施設における地域移行の実態調査及び意思決定支援の取り組み推進の

ための調査研究 

事 業 目 的 

本事業は、下記２つを目的として実施した。 

（目的①）障害者支援施設等における地域移行及び地域移行支援の実態や推進に

向けた環境整備等の課題等について把握する。 

（目的②）特に、意思疎通の困難な重い障害のある方について、本人の意向を確認

しながら障害者支援施設等から地域生活への移行を支援した実践から、「社会

生活場面」における意思決定支援の手法を整理・分析し、意思決支援の普及

を図る。 

事 業 概 要 

 本事業では、アンケート調査及び好事例ヒアリング調査を行った。事業の設計、

分析、考察等については、一貫して検討委員会において検討・協議を行った。検

討に当たっては、意思決定支援をプロセスに組みこんだ地域移行をさらに進める

ために、施設と地域、行政との連携による地域移行支援に向けた環境整備のシス

テム化を仮説的に想定した。 

○主として目的①のための調査検討として 

➾障害者支援施設全数に対する地域移行に関する実態把握アンケートを実施。

施設票の有効回答数 992票 （有効回収率 39.0%） 

（主な調査項目） 

・施設入所者の地域移行の実績（最近6年度）について 

・施設における地域移行支援の取組について 

・入所者の地域移行に向けた意思決定支援として行っている取組 

・地域移行支援による効果（本人、家族、施設、自治体、地域社会）や課題 

○主として目的②のための調査検討として 

➾意思決定支援を行いながら地域移行に積極的に取り組んでいる障害者入所支

援施に対するヒアリング調査（プレ調査と本調査を 2 段階で実施）を実施。

調査では、特に、意思形成、意思表出、意思決定の各段階における「体験」

の持ち方に焦点を当てた。 

事業実施結果 

及び効果 

○障害者支援施設における地域移行支援の実績、地域移行支援や意思決定支援に

関する施設・法人としての方針や取組実績、施設としての課題認識等が明らか

になった。 

○意思決定支援をプロセスに組みこんだ地域移行をさらに進めるためには、地域

移行支援を施設・法人の取組のみに委ねるのではなく、行政や自立支援協議会

等との連携の中で、障害者の状態像に応じた地域資源の開発を、障害福祉福祉

計画の中で位置付けていくことが重要であることを再確認し、提案した。 

○意思形成・意思表出のプロセスを大切にした重い障害のある人の意思決定支援

のプロセスをモデル的に示すことが出来た。 

（成果の公表により想定される効果） 

上記の成果を、弊所ホームページや関係団体等を通じて施設、当事者・家族、

自治体への周知を図るとで、目的に向けた取組推進に寄与することが出来る。 
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